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（1）趣旨・背景
中小企業等経営強化法を改正し、認定を受けた経営力向上計画に基づいて、再編・統合を行った際に係る登録免許
税・不動産取得税を軽減する措置が創設される。

（2）内容
① 登録免許税

経営力向上計画の認定を受けた認定事業者が、当該計画に基づき行う合併、分割等による不動産所有権の移転登
記について、軽減措置が講じられる。

② 不動産取得税

認定経営力向上計画に従って譲渡を受ける一定の不動産の取得について、軽減措置が平成32年3月31日まで講じら
れる。

（3）留意点
中小企業等経営強化法の改正について、今後の動向を確認する必要がある。

（4）影響

再編・統合を行った際に係る登録免許税・不動産取得税が軽減されることで、株式譲渡以外の合併・会社分割・事業
譲渡等を活用した第三者への事業承継・Ｍ＆Ａが活発化することが期待される。

24．中小企業等経営強化法の改正を前提とした、登録免許税・不動産取得税の軽減措置

1．改正のポイント
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2．改正の内容

通常税率
計画認定時の

税率

不動産の所有権
移転の登記

合併による移転の登記 0.4％ 0.2％

分割による移転の登記 2.0％ 0.4％

その他の原因による移転の登記 2.0％※ 1.6％

※平成31年3月31日まで、土地を売買した場合には1.5%に軽減。

通常税率
計画認定時の税率
（事業譲渡の場合※2）

土地・住宅 3.0％※1
2.5％

（1/6減額相当）

住宅以外の家屋 4.0％
3.3％

（1/6減額相当）

※1 平成33年3月31日まで、土地や住宅を取得した場合には3.0%に軽減される。（住宅以外の建物を取得した場合は4.0%）
※2 合併・一定の会社分割の場合は非課税

・登録免許税の税率

・不動産取得税の税率

3．適用時期

中小企業等経営強化法の改正を前提として、
登録免許税：法改正の日から平成32年3月31日までに認定を受けた経営力向上計画に基づき行われる合併、分割等による不動産所有権

の移転登記に適用される。
不動産取得税：認定経営力向上計画に従って平成32年3月31日までに譲渡を受ける一定の不動産の取得について適用される。
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4．参考 改正中小企業等経営強化法

経済産業大臣
（基本方針の策定）

主務大臣
（事業分野別指針の策定）

Ｂ社

Ｘ事業

土地
建物

機械
ほか

Ｙ事業

改正経営力向上
計画

M&Aを通じた事業承継を
経営力向上計画の
認定制度の対象に追加

事業譲渡等

Ａ社のＸ事業を
Ｂ社が引継ぎ
経営を強化

【中小企業等経営強化法】

○登録免許税
○不動産取得税 を軽減

Ａ社

Ｘ事業

土地
建物

機械
ほか

土地・建物

（出典） 経済産業省 「平成30年度 経済産業関係 税制改正について」
平成29年12月（一部加工）

認定
申請
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